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家の説明は, 企業に ｢囲い込まれ｣, いやあり
ていにいえばまるめこまれたから, という論理














































また, 政党名はひんぱんにかわり, いわゆる 




表 1 政党支持率の推移 
時点 回収数 保守 (％) 革新 (％) 共産党支持 (％) 
1946年10月 3,823 15.0 22.1 2.6 
1947年 2 月 3,932 14.4 29.3 2.8 
1947年 7 月 3,998 14.5 32.9 1.9 
1947年12月 3,992 25.8 17.8 2.9 
1948年 1 月 3,995 25.5 15.4 3.1 
1948年 6 月 6,847 24.1 18.4 1.4 
1951年 5 月 2,932 32.1 14.7 0.6 
出所：時事通信社 ｢戦後日本の政党と内閣 ― 時事世論調査による分析｣ 1981, 時事通信社, p.546｡ 
 
時事通信の世論調査は1946年10月からはじま
る｡ うえの表から, つぎのことがわかる｡ 第一, 















ぎさる｡ わずか 1 ,  2 年で逆転し, そしてその
逆転は以降1950年代, 60年代とつづく｡ ｢保守｣ 

























経営志林 第48巻 4 号 2012年 1 月  33 
ぬくアイデアを職場で思いつくことができよう







知らない｡ いわゆる ｢知識人｣ すなわち文章を
公にする人々をとりあげた文献はすくなくない｡ 
だが, 職場で働く庶民についての文献を知らな


















































































































きと考える｡ これが第 1 章である｡ 









ない｡ 数年にわたって, 争議の連続, 何回もの
ストライキがあった｡ その時期をとりあげる｡ 
すなわち市場経済の非情なシステムを認識して
いく, つらい過程である｡ 第 3 章である｡ 
第 4 章は一転して生産の工夫, その開始, 展
開をみていく｡ この追及はじつはもっとも面倒






ふう活動｣ である｡ おもに就業時間外の活動で, 
提案があり, 審査があり, 会社がそれに賞金を
はらう｡ いわば形があり, 文書資料ののこりや

































































小池和男 ［2012］ ｢高品質の起源 ― 発言する現場は
こうして生まれた｣ 日本経済新聞出版社, 395p. 
時事通信社 ［1981］ ｢戦後日本の政党と内閣 ― 時事
世論調査による分析｣ 時事通信社, 580p. 
野坂昭如 ［1967］ ｢アメリカひじき・火垂るの墓｣ 文
芸春秋社 
 
第 1 章 これまでの研究 
1 . 典型的な理解 
日本人文科学会 ［1963］  
これまでの研究をふりかえるといいながら, 
ここではわずか 3 編にしか言及しない｡ ていね
いに調べた文献にかぎるのは当然として, その





した文献 2 編をとりあげる｡ 
典型的理解をしめした文献とは日本人文科学







隅谷三喜男) と社会学畑 (主査は福武直) の総










注目すべきは, 第 1 部第 4 章, 社会学グループ






















一に ｢労働の単純化｣, 第二, 会社の ｢労働者
生活の諸領域への介入｣, 第三, 労働組合の無




























た, と理解する｡ そうした見方は, なにもこの
文献に限らず, 当時そしていまにいたるまで, 
大半の文献に共通するものであった｡ それゆえ





したのか, それが解けない｡ いや ｢生産の工
夫｣ という高度なことをこの文献はもちろん期
待してはいないけれど, いわゆる提案制度 (ト





















紙幅はない｡ 小池, 中馬, 太田 ［2001］ を参照
していただきたい (手軽には小池 ［2005］ 第 1 ,  





















































































































































































介入をつよく描く｡ かの入社年次別, 学歴別, 
出身地別, 採用形態別, その他多様なグループ






























1950年の 2 か月の争議, その間の相当なストラ
イキは真剣なもの, と暗黙に認めている｡ 同時
に, 1950年争議の敗北によって志ある層がほと









は ｢職業・生活研究会｣ の一連の文献である｡ 















たる調査をかさねる｡ とりわけ1980年の 2 つの
調査が注目される｡ この調査は企業や職場では
なく, 地域, すなわち世帯を訪問してなされた｡ 
きまった質問表によるごくふつうのアンケート















が28.1％, ｢すこし感じる｣ が45.6％, ｢あまり
感じない｣ と ｢ほとんど感じない｣ の合計の
25.4％をはるかに超えている｡ そして疎外感の
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すくなそうな部門も含め, 技能員全体の数値は








のか, それをていねいに追及してきた｡ しかも, 
その答えに苦慮するさまを率直に記している 
(とりわけ第 2 章)｡ この研究会は20名ほどの大
世帯で, メンバーによってさまざまな意見が展














解はむしろ多様である｡ それでもこの第 2 冊の
本での説明は, わたくしのみるところ, おおま
かには 2 様にわかれるようだ｡ ひとつは監督者
への昇進競争への注視 (第 2 章), 他は職場の技















しめる提案者数の割合は, 1980年ごろすでに 8 













とりだせば 3 か月でこなせるけれど, ｢職場の
ことならなんでもできる層｣ の技能形成期間は 
｢予想外に長い｣ という｡ それでも 3 年ていど
か, というにすぎない｡ それというのも, わた






































他方, 第三点, 労働組合の機能については, 



























































ただ久本 ［1997］ は, それを ｢社員組合｣ の















ある｡ そうした待遇を ｢社員｣ というのであれ
ば, 日本の労働組合は生産労働者もふくめ, ま
さに ｢ホワイトカラー化した労働組合｣ という






































れがつづく第 2 章となる｡ 
ついで, 市場経済へのつらい認識があったと













ル” ｢日本労働協会雑誌｣ No.271, pp.2-11.のち改
稿されて日本労働協会編 ｢80年代の労使関係｣ 日
本労働協会, 所収 
小山陽一編 ［1985］ ｢巨大企業体制と労働者 ― トヨ
タの事例｣ 御茶の水書房, 688p. 
職業・生活研究会編 ［1994］ ｢企業社会と人間 ― トヨ
タの労働, 生活, 地域｣ 法律文化社, 595p. 
日本人文科学会 ［1963］ ｢技術革新の社会的影響 ― 
トヨタ自動車・東洋高圧の場合｣ 東京大学出版会, 
523p. 
久本憲夫 ［1997］ “労使関係”, 石田光男, 藤村博之, 
久本憲夫, 松村文人 ｢日本のリーン生産方式 ― 自
動車企業の事例｣ 中央経済社, pp.269-359. 
＊付：関連分野の参照文献を参考までにあげておく｡ 
＠印は注目すべき文献と考える｡ 
＠愛知県 ［1982, 83］ ｢愛知県労働運動史｣ 第 1 巻, 
第 2 巻, まことに丹念詳細な愛知県労働運動史




新戦略｣ 新日本出版社, 308p. 
浅生卯一 ［1983］ “自動車工業における労働力類
型 ” ｢ 研究紀要 ｣  ( 日本福祉大学 ) No.57. 
pp.134-66. ていねいな労働技能の分析がある｡ 
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同 ［1988］ “Ａ自動車の労働過程 ― 労働能力の質
を中心として”, 野原, 藤田 ［1988］ p.43-83. こ
れは前作の要約とみてよかろう｡ 
阿部和義 ［2005］ ｢トヨタモデル｣ 講談社現代新
書, 講談社, 246p. 
石田光男, 藤村博之, 久本憲夫, 松村文人 ［1997］ 
｢日本のリーン生産方式 ― 自動車企業の事例｣ 
中央経済社, 376p. 
伊原亮司 ［2003］ ｢トヨタの労働現場 ― ダナミズ
ムとコンテクスト｣ 桜井書店, 313p. これは鎌田






尾崎良輔, 森田知義 ［1983］ “トヨタ QC サーク
ル” 門田 ［1983］ pp.247-259. もとは ｢工場管
理｣ 27-13, 1981. 
＠上井喜彦 ［1994］ ｢労働組合の職場規制｣ 東京大
学出版会, 251p. 
窪田暁子 ［1988］ “労働者世帯の生活と意識”, 野
原, 藤田 ［1988］ pp.393-437. 
佐藤義信 ［1994］ ｢トヨタ経営の源流｣ 日本経済
新聞社, 309p. 
＠佐武弘章 ［1997］ ｢トヨタ生産方式の生成・発展・
変容｣ 東洋経済, 299p. のちの第 4 章の本文でも
ふれるように, まことに参照するに足る見事な
業績と考える｡ ただし, 他国, 他産業への知見
にとぼしく, わたくしのコメントは第 4 章での
べる｡ 
猿田正機 ［1995］ ｢トヨタシステムと労務管理｣ 
税務経理協会, 501p. あっさりとした描写か｡ 
同 ［2009］ ｢トヨタの労使関係｣ 中京大学企業研
究所, 295p. ただしその第三章はトヨタの少数派
組合を紹介し, その点貴重である｡ 
同 ［2008］ ｢トヨタウエイと人事管理・労使関係｣ 
税務経理協会, 507p. 
同 ［2011］ ｢トヨタの雇用・労働・健康｣ 税務経理
協会, 310p. 
史世民 ［1992］ ｢企業の現場組織と技術｣ 中央経
済社, 217p. 
清水耕一 ［1992］ “トヨタ生産システムと労働 ”
｢経済論叢 別冊 調査と研究｣ No.3, pp.17-36. 
同 ［1994］ “トヨテイズム的賃金決定方式 ― 事例
研 究 ” ｢ 岡 山 大 学  経 済 学 雑 誌 ｣  25-4, 
pp.241-263. 
同 ［1995］ “トヨタ自動車における労働の人間化 
I, II” ｢岡山大学経済学雑誌｣  27-1, pp.1-24, 
27-2.  
下川浩一・藤本隆宏 ［2001］ ｢トヨタシステムの原
点 ― キーパーソンが語る起源と進化｣ 文真堂, 
231p. 
鈴木富久 ［1983］ “戦後10年間Ｂ社労使関係の展
開 ― 賃金等の企業別編成と戦闘的労組の敗北” 
｢あたらしい社会学のために｣ 30, 未見｡ 
＠鈴木雄三 ［1983］ “多能工化とジョッブローテー
ションによる柔軟な職場づくり” 門田安弘 ｢ト
ヨタ生産方式の新展開 ｣  日本能率協会 , 
pp.219-232. 生産性効果を示している｡ 貴重な
研究と考える｡ 




ォーデズム 上中下” ｢立命館産業社会論集｣ 
24-4, pp.29-57. 25-2, pp.1-33, 25-3, pp.107-143. 
同 ［2011］ ｢トヨタ人事方式の戦後史 ― 企業社会
の誕生から終焉まで｣ ミネルヴァ書房, 679p. 





｢日本的経営｣ とみており, 他国に通用しない, 
とみているのだから｡ 折角のていねいな分析が
もったいない｡ また, トヨタの労働者と組合は, 
1950年争議の敗北で敗北主義にとりつかれたと
いう, ありきたりの見方となる｡ 
戸塚秀夫・兵藤 釗 ［1991］ ｢労使関係の転換と選
択 ― 日本の自動車産業｣ 日本評論社, 279P. 
野原光 ［1980］ “トヨタ企業集団における労働者
支配と矛盾転嫁の連関構造” ｢研究紀要｣ (日本
福祉大学) 46, pp.143-229. 






野村正実 ｢1993｣ ｢トヨテイズム ― 日本型生産シ
ステムの成熟と変容｣ ミネルヴァ書房, 336p. 
畑隆 ［1988］ “1980年代Ａ自動車の労使関係 ― 84
年一時金交渉における労使対立の様相” ｢山口
経済学雑誌｣ 37-5/6, pp.127-154. 以下の諸論文
を通じ, 資料の解説の羅列で, それなりに誠実
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ではあるけれど, その含意が読みとれない｡ 
同 ［1989］ “Ｃ自動車の春季賃金交渉 ― 賃金配分
決定を中心に ” ｢山口経済学雑誌｣  38-5/6, 
pp.37-66. 
同 ［1994］ “Ａ自動車の人事・賃金制度と技能形
成” ｢山口経済学雑誌｣ 41-5/6, pp.259-277. 
同 ［1995］ “Ａ社自動車の1994年春季賃金交渉” 
｢山口経済学雑誌｣ 43-1/2, pp.107-134. 
同 ［1995, 6］  “Ｂ自動車の賃金制度と労使交渉 
(1) (2)”, ｢山口経済学雑誌｣ 44-1/2, pp.27-52, 
44-3/4, pp.35-65. 
藤田栄史 ［1988］ “Ａ自動車における労働者生活




藤本隆弘 ［1997］ ｢生産システムの進化論 ― トヨ
タ自動車にみる組織能力と創発プロセス｣ 有斐
閣, 389p. 
マリアン・ケラー, 鈴木主税訳 ［1994］ ｢激突 ― ト
ヨタ, GM, VW の熾烈な争い｣ 草思社, 384p. 
森野辺栄次郎 ［1989］ ｢トヨタの人材戦略 ― 創造, 
挑戦, 勇気を生み出す現場の OJT｣ ダイヤモン
ド, 234p. 
門田安弘 ［1983］ “改善活動のためにかんばん方
式と提案制度” 門田 ［1983］ pp.235-245. もと
は ｢IE｣ 1980, 5. 








同 ｢1988｣ “Ａ社企業集団の労働者管理” 野原, 藤
田 ［1988］ pp.237-284. 
山本潔 ｢1981］ ｢自動車産業の労資関係｣ 東京大
学出版会, 332p. 
湯木誠 ［1989, 1990］ “自動車労働者の熟練, 技能
とキャリア形成 上下” ｢立命館産業社会論集｣ 
25-3, pp.143-169, 25-4, それなりに誠実な技能




＠読売新聞社特別取材班 ［2003］ ｢豊田市トヨタ町 1 





第 2 章 解雇 ― 1950年争議 










なによりも1950年,  2 カ月にわたる争議が注




体制をとりストライキも打っており, 結局 6 月 
9 日までほぼ 2 カ月にわたる争議であった｡ 解
雇者は希望退職もあって1,700人にのぼった1)｡ 
残存者の賃金も 1 割切り下げであった｡ ただし, 
















た｡ ところが実際は, 会社の前途に失望し, 自
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年 9 月以降12月までを平均して, 生産はわずか





















当時, 日本自動車産業は日産, いすず, そして
トヨタの 3 社が大手であった｡ そして敗戦直後
の解雇は他社も同様であった｡ たとえば日産は
敗戦時全員を解雇し, うち3,000人を再雇用し











トヨタ, 日産, いすず 
でもなぜ日産, いすず, そしてトヨタの 3 社
なのか｡ いまならトヨタ, 日産, 本田, マツダ, 
スズキ, 三菱など数社あろうが, 当時, 本田は
まだ 4 輪車にのりだしていなかった｡ まずはこ





った｡ それでも支障は小さかろう｡ というのは, 
当時乗用車はすくなく生産の大半は 3 社ともト
ラックであり, とりわけ普通型であったからで
ある｡ 表 2 － 2 である｡ 
 
表 2 － 2 トラック生産台数の 3 社比較 
― トヨタ, 日産, いすず, 普通型, 1949, 50年計 
 トヨタ 日産 いすず  3 社計 全国計 
台 数 (台) 15,568 14,009 5,642  36,626 
構成比 (％) 42.5 38.2 15.4 96.1 100 
出所：トヨタ自動車 ［1958］ 20年史, p.408. 
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なぜ1949年と50年の数値を合計して比較する
かを説明しなければならない｡ それはストライ











いる｡ それぞれ 4 割前後のシェアをもつ｡ 他方, 
いすずは15.4％にすぎない｡ それでもその他の
メーカーは, 三菱日本, 新三菱 (いずれもいま
の三菱自動車), 日野, 民生の 4 社にすぎず, あ






















社史は20年史  (トヨタ  ［1958］ ) と30年史 




















愛知県 ［1982］ にくわえ, 社史は30年史, 組合
史は40年史 (トヨタ自動車労働組合 ［1986］) 









産, いすずの解雇があった｡ さらに前月, トヨ
タの関連会社, 日本電装の解雇があったから
だ｡ 











経営志林 第48巻 4 号 2012年 1 月  47 
表 2 － 3 ストライキの記録 
日次 トヨタ30年史 トヨタ労組40年史 愛知県労働運動史 
 4 月 5 日   闘争態勢へ, 95％の賛成票 
 4 月 7 日 組合争議行為通知書を会社
へ 
同左 同左 
 4 月11日  1 日スト 同左 同左 
 4 月22日 会社解雇提示 
1600人希望退職募集 





 4 月24日  1 日スト 24時間スト  
 4 月25日   鍛造, 鋳物工場長, 門外へ 
 4 月26日  部長工場長を門外へ 同左 
 5 月 3 日  協力要請状, 20年史 同左 
会社 3 日間立ち入り禁止 
組合業務管理宣言 
 5 月 6 日 午前全工場一斉職場大会   
 5 月 8 日 スト, 午前大会 24時間スト  
 午後地域人民大会   
   5 月 8 日から15日  
  24時間スト 同左 
  ＊ただし回数不詳  
 5 月11日 一日スト   
 5 月13日  退職勧告状配布 同左 
 5 月15日 一日スト  同左 
 5 月16日   再建同志会ビラ配布, 署名運動 
 5 月18日  退職勧告状焼却  
 5 月20日 組合大会 ＊記述なし 再建同志会への反対 
   条件闘争のつよい主張 
   職場大会での討議 
 5 月23日   団交で退職金規定の協議受け入れ 
   代表取締役 3 名の辞任 
   後任, 石田退三 
 5 月27日 2.30 pm より ＊記述なし  
 全員退場   
 5 月29日   争議の早期解決を課長, 係長, 工長150名
組合へ申入れ 
 5 月30日   拡大闘争委, 希望退職を認める 
 午前職場大会 (人民大会, 10年史)  
 午後組合大会   
 5 月31日   職場大会, 投票, 4,385対2,041で闘争委員
会方針を認める 
   解雇通知郵送 
 6 月 1 日 午前組合大会 ＊記述なし  
 午後職場大会   
 6 月 2 日   組合追い打ちとみて態度硬化 
 6 月 3 日 ゼネスト 同左  
 6 月 5 日 社長以下代表取締 3 名退任   
 退職者1,700人ほど   
 6 月 6 日  立入禁止, 強行突破  
 6 月 9 日  工場閉鎖  
 6 月 9 日 組合受諾   
午前4時    
 6 月10日 調印  最終的に退職者2,146人 
 7 月18日 臨時株主総会, 石田退三社
長就任 
  
出所：おもにトヨタ自動車工業 ［1967］ 30年史, およびトヨタ自動車労働組合 ［1986］ 40年史, 愛知県 ［1982］ 
｢愛知県労働運動史｣ 第一巻, pp.667-709.ほかにトヨタ自動車労働組合 ｢1956］ 10年史, 同 ［1966］ 20年史｡ 
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やま場 








真のやま場は表で下線を付した 5 月29, 30日
であろうか｡ まさに 2 か月の争議の最終段階で
















票にかける｡ その結果, 4,385対2,041, 無効65で
支持される｡ こうした, まことにわかりやすい
過程で解雇を事実上承認したのであった (愛知




しの ｢勝利｣ では企業倒産, 全員解雇の可能性
をみようとしないのであろうか｡ 
 ｢退職勧告状｣  
なお ｢退職勧告状｣ とは, 事実上の指名解雇
者にたいし, 退職希望をだすよう会社が要請し
送った書状である｡ 他方 ｢協力要請状｣ とは, 
その人の雇用の保障をしめし, 争議時会社への
協力を要請する書状である｡ さきの表にしめさ
れたように, この方が大分はやい｡  5 月 3 日で
ある｡ それは1,700名ほどの人以外に発送され
たが, 組合の住所変更戦術などで 2 割ほどの人





















では, 組合側は解雇の大半が ｢希望退職｣ であ






なお  ｢希望退職 voluntary separation (米 ), 
voluntary redundancy (英)｣ とは, 日本にかぎら
ずどの国でも, 一般には割増退職金におうじて
みずから退職を申し出ることをいうのが建前だ
が , 実 際 に は  ｢ 肩 た た き patting-on-the- 
shoulder｣ があるのはいうまでもない｡ その意
味で, まさしく会社都合解雇そのものにほかな










どは, 事実上 ｢指名解雇｣ とみるほかない｡ 
実際のストライキの大きさ 
うえの表 2 － 3 によれば, 一見ストライキの
期間は 2 か月の争議にしては短い, とおもわれ
るかもしれない｡ 社史や愛知県労働運動史のほ
うが実際の仕事放棄を含んで記しているが, そ
れでも表面上は 9 日, それと数日の部分ストに






動車工業 ［1967］ pp.766-767.)｡ それからみた
ストライキの衝撃はまことに大きい｡ 争議の真
っただ中 5 月の生産台数はわずか304台, それ
は1950年の争議前の平均月間生産台数, ほぼ
1,000台余の 3 割にすぎない｡ この 7 割の減少の
すべてがストライキによるとはいえないにして
も, 事実上のストラキの大きさは,  7 割に近い
生産減をまねいた, とみて大過あるまい｡ 
 4 月と 6 月も, それぞれの争議期間を勘案す
れば, それに近い, あるいはそれに勝る生産減
であった｡  4 月はほぼ月の 3 分の 2 の期間が争
議であった｡ それを考慮すると, その争議期間
の生産減は 6 割ほどか｡  6 月にいたっては月の 
3 分の 1 弱の争議期間であったが, その間の生
産減は多分10割, つまりほとんど生産がとまっ
た, とおもわれる｡ 











職のいわゆる ｢つるしあげ｣ ｢職場闘争｣ まで
あり, まさに生産に壊滅的な結果をもたらした, 
というほかあるまい｡ 









一段とくわしい熊谷, 嵯峨 ［1983］ 第 2 章があ
る｡ おもにこの 2 つの文献によってこの争議を
観察しよう｡ 
1949年10月 5 日, 日産の会社側は2,000名の解
雇, 賃金 1 割切り下げを組合側に提案した｡ 当
時の従業員数8,671人の23％にあたる｡ その割
合は半年後のトヨタに近い｡ そして11月28日の




は日産のばあい, 最終段階のかなり前, 11月 8 
日解雇を事実上みとめる組合側の態度表明があ










トヨタのばあいまさに最終段階,  6 月 4 日であ
った (公式の表明は 9 日か)｡ これにたいし日産
の11月 8 日は11月28日の妥結の大分前であった 
(熊谷, 嵯峨 ［1983］ p.136-138.)｡ 
トヨタにも同様な ｢条件闘争｣ を主張する動
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きはあった｡  5 月16日 ｢再建同志会｣ の動きや 
5 月20日の組合大会の討議, また 5 月29日課長, 
係長, 工長たちの組合執行部への申し入れであ
る｡ それは当時の多くの労働組合にみられる現
象であった｡ また, 争議後, 委員長をつとめる
林田博臣の動きである｡ だが, かれが委員長に







第 2 , ストライキの規模が違う｡ もっともこ
の点は社史, その他の文献でははっきりしない｡ 
しかし, さきの熊谷, 嵯峨 ｢1983｣ pp.122-123
は, 当時の組合の機関紙にもとづき細かい記録
を掲げている｡ その限りではこの 2 か月近い争







の1949年11,730台 , 翌1950年12,458台である 





い｡ トヨタは ｢職場闘争｣ を別にしても 2 か月
間にほぼ 9 日の 1 日スト, さらに部分ストがあ






































いすずの解雇は 3 社のなかでもっとも早く, 日
産より10日ほど前であった｡ 解雇人数は1,279
名, 従業員5,474名のほぼ25％にあたり, トヨタ, 
日産よりわずかに多かった｡ もちろん争議期間
は長く 9 月26日の会社提案, 11月末の ｢条件闘
争へのきりかえ｣ による事実上11月29日の妥結, 
さらに冬の一時金闘争とあわせ, 正式の妥結は
12月 2 日となった｡  2 か月余におよぶ｡ 
しかしながら, その間ストライキは10月12日






















憶しているのであった｡  (いすず労働組合 






3 . 異同の条件 
愚直な行動 





























だけではない｡ 副社長隈部一雄 (もと東大教授, 
喜一郎の二高, 東大時代の親友), 常務取締役西
村小八郎の代表取締役 3 名すべてが退任した｡ 
































































であったが, その持ち分はそれぞれ 4 ％にすぎ
なかった｡ 圧倒的比重をもつ抜群の最大株主は












案から, その具体化, 大胆な投資, すぐれた人























 1) 芝浦, 蒲田にあった分工場などをふくめると, 
2,146人になる (愛知県 ｢1982｣ p.709.)｡ 
 2) 愛知県 ［1982］ は, この公表は 5 月23日の団体
交渉の席上であった, という｡ だが, 社史の記述
によれば, それは 6 月 5 日, 調印の四日前であっ
た｡ わたくしの感触では, あるいは 5 月23日の団
体交渉の席上, 社長の辞任を匂わせたかもしれな
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